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はじめに

公共工事を適切に実施するためには，請負者に

よる適正な施工体制の確保が必要であり，建設業

法では施工体制台帳および施工体系図の作成等が

義務づけられているところです。平成１３年４月施

行の「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に

関する法律（以下「適正化法」という）では，よ

り一層の適切な施工体制の確保が求められるとと

もに，平成１７年４月施行された「公共工事の品質

確保の促進に関する法律」においても，附帯決議

の中で「施工体制の適正化を図るため，工程表及

び施工体制台帳の発注者に対する提示が徹底され

るように努める」ことが盛り込まれるなど，より

一層適正な施工体制の確保並びに徹底が求められ

ているところです。

国土交通省では，施工体制の点検要領等を定

め，各工事を担当する監督職員によって日頃から

施工体制の点検を行うとともに，適正化法の趣旨

の徹底をより一層図るため，平成１４年度から毎年

度，稼働中の国土交通省直轄工事を対象に「施工

体制に関する全国一斉点検」を年１回実施してお

ります。

５回目となる今回も，平成１８年１０月から１１月に

かけて「施工体制に関する全国一斉点検」を全国

で実施し，点検結果をとりまとめましたのでお知

らせします。

※一斉点検結果の詳細結果については，国土交通省HP

（http : //www.mlit.go.jp/kisha/kisha07/13/130206_.

html）に掲載しております。

実施方法

! 点検時期

平成１８年１０月から１１月を全国一斉点検期間と

し，期間内に抜き打ちで点検を実施。

" 点検対象工事

請負金額が２，５００万円以上の工事（建築工事に

おいては，５，０００万円以上の工事）を対象として

実施し，特に低入札価格調査制度調査対象工事お

よび低入札工事に準じて重点的な監督業務を実施

する工事（以下「低入札工事等」という）を重点

的に点検を実施（低入札工事等以外の工事を「一

般工事」とする）。

# 点検内容

建設業法，適正化法に定める監理技術者等の配

置，施工体制台帳の備え付け状況等以下の項目と

下請負契約に関する項目を点検項目としました。

また，今年度の新規点検項目として，請負額２，５００

平成１８年度公共工事の施工体制に
関する全国一斉点検結果について
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３
万円以上の下請負業者に対して，元請負業者が下

請負業者に対し，不当に低い請負代金での契約や

不当な使用資材等の購入強制等を行っていないか

について主任技術者へヒアリングを実施しまし

た。

" 点検方法

点検は当該工事を担当する監督職員以外の職員

により，各地方整備局の企画部工事監視官，工事

検査官，営繕部の技術・評価課長等，港湾空港部

の港湾空港整備課長等，各事務所の副所長，工事

品質管理官，技術課長および工務課長等により行

いました。実施に当たっては，主任監督員等の立

会の上で，抜き打ちで各工事現場に立ち入り，関

係資料の提示を求め点検を行いました。

点検結果の概要

! 点検結果のポイント

・全体で１，０７３件の工事（稼働中工事６，９２１件の約

１６％）を点検。このうち低入札工事等は４３７件

（稼働中の低入札工事等１，０２５件の約４３％）。

・全体的に改善は見られたものの，点検を実施し

た工事のうち約半数（５０６件，約４７％）｛H１７：

５６８件，約５０％｝の工事で何らかの不備が見ら

れたため，請負業者に対し改善指導を実施。

・上記の内容としては，下請負業者の施工個所の

段階確認等を実施していないなど，元請負業者

の下請施工への関与状況について不備が多く見

られた。

・また，落札率別に見ると，落札率が低下するほ

ど不備が発生する割合が高くなる傾向が見られ

表―１ 点検項目内容一覧

/,基本点検項目

【監理技術者等の配置に関する点検項目】
!元請の監理技術者等の資格・常駐・同一性（JV構成員含む）（建設業法第２６条等），"監理技術者資格者証・講習修了証の提示
（建設業法第２６条第５項等）

【施工体制台帳の備え付け等に関する点検項目】
!施工体制台帳の備え付け（建設業法第２４条の７），"施工体系図の掲示（建設業法第２４条の７第４項および適正化法第１３条第３項）
#建設業許可票の掲示（建設業法第４０条），$建設業退職金共済制度適用事業場である旨の掲示，%労災保険関係成立票の掲示（労
働者災害補償保険法施行規則第４９条），&工事カルテの登録申請状況

【下請契約に関する点検項目】
!下請の建設業許可（建設業法第３条），"軽微な工事の下請契約，#明確な工事内容での下請契約，$適切な請負代金の支払い方
法

/-一括下請に関する点検項目

【元請負業者の下請施工の関与状況に関する点検項目】
!技術者専任（現場代理人の常駐，監理技術者の常駐，主任技術者の常駐），"発注者との協議，#住民への説明，$官公庁等への
届け出等，%近隣工事との調整，&施工計画（施工計画提出状況，品質管理計画等の立案，設計図書の照査），'工程管理，(出来
形品質管理（品質管理に関する作業分担，検査・試験の整理・記録，段階確認または施工状況検査の実施），)完成検査（下請業者
の完成検査），*安全管理（KY活動，安全巡視の実施，安全衛生責任者の常駐把握，作業主任者の資格確認・把握，災害防止協議
会の設置と開催，店社パトロールの実施，新規入場者教育の実施），+下請の施工調整および指導監督（施工体制台帳の内容把握，
下請の主任技術者確認・把握，下請に対する安全管理の指導，工程会議の開催，下請施工に関する段階確認または施工状況検査の実
施，作業手順書の作成・指導・監督）

【紛らわしい施工体系に関する点検項目】
!主たる一次下請人に直営施工がないケース，"特定の一次下請人が工事全体の大部分を施工しているケース，#工区割された近接
工事を同一の一次下請人が施工しているケース，$下請人に直営施工がなく再下請人が実質施工しているケース

/.下請業者の点検項目

【下請の主任技術者の配置状況】
!下請の主任技術者等の資格・常駐・同一性

【下請の主任技術者へのヒアリング項目】
!不当に低い請負代金の実態，"不当な使用資材等の購入強制の実態，#請負代金の支払い実態
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図―１　監理技術者の常駐� 図―２　施工体制台帳�

図―３　施工体系図� 図―４　建設業許可票�

図―５　明確な工事内容での契約� 図―６　請負代金の支払い方法�

た。

! 各点検項目の結果について

! 基本点検項目

・建設業法で義務づけられた「建設業許可票の掲

示」や「施工体系図の掲示」の履行については

改善が見られるが，一部で掲示がないものもあ

った。

・「下請負契約に関する点検」では，元請負業者

が下請負業者と明確な工事内容での契約が行わ

れていないケースが約２１％（１３２件）{H１７は約

２５％（２３２件）｝，低入札工事では約２５％（１０６

件）{H１７は約３１％（５９件）｝の工事で見られ

た。

" 一括下請に関する点検項目

・「元請負業者の下請施工の関与状況に関する点

検（図―７）」では，不備が見つかった約３４％

（３６１件）{H１７は約３４％（３９０件）｝の工事につい

て請負業者に指導した。

・また，今回の点検では一括下請負を行っている

ケースは見つからなかった。
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４
! 下請負業者の点検項目（新規）

・下請負業者の主任技術者の配置状況は，点検を

行った全工事において良好な結果であった。

・元請負業者が下請負業者に対し，不当に低い請

負代金での契約や不当な使用資材等の購入強制

等を行っていないかについて，下請負業者への

ヒアリング結果からは，全ての工事において不

適切な事案は見つからなかった。

! 低入札工事等の状況について

・低入札工事等では，一般工事と比べ，総じて不

備の割合が多い結果であった。特に，元請業者

の下請関与に関する点検項目では，低入札工事

等の不備率が１０％程度高い結果となった。

・落札率別に見ると，落札率が低下するほど不備

が発生する割合が高くなる傾向が見られ，特

に，元請負業者の下請施工への関与状況の点検

において不備が多く見られた。

まとめ

全国一斉点検は，今年度で５回目となります

が，今回の点検結果を見ると，平成１４年度には不

備が目立った建設業許可票の掲示や施工体系図の

掲示等の基本点検項目については，年々改善が見

られ，特に，担当事務所等に通知した件数が昨年

度と比較し減少するなど，発注者，施工者ともに

建設業法，適正化法に関する理解の浸透が進んで

いることがうかがえます。

しかしながら，施工体制台帳の備え付けの内容

の不備，元請負業者が下請負業者と明確な工事内

容で契約を行っていないケース等が見つかるとと

もに，低入札工事等では，一般の工事と比べ総じ

て不備の割合が多い結果となるなど，さらなる改

善が必要です。

国土交通省としては，さらなる適正な施工体制

の確保を図るため，引き続き，元請負業者の下請

施工の実質関与が不十分なケースなどについて，

通常の監督業務を通じて是正を求めるなど，所要

の施策を講じていきます。合わせて，地方公共団

体および関係機関等の公共工事発注機関との連携

も強化していきます。
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